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千葉市病院事業のあり方検討委員会の答申について 

 

 

１ 経緯 

今後の病院事業のあり方について検討するため、平成３０年１２月に病院事業の

あり方検討委員会に対し、諮問を行い、５回の審議を経て、令和元年８月に、同委

員会から答申を受けた。 

 

２ 諮問の内容 

本市の将来的な医療需要及び医療提供体制や両市立病院が抱える課題等を踏まえ

た今後の病院事業のあり方について 

 

３ 答申の要約 

（１）将来的な医療需要を踏まえた市立病院の医療機能 

・ 現在提供されている政策的医療（救急医療、周産期・小児医療、精神医療、感染

症医療、災害医療等）については、その機能を維持、発展させつつ、市立病院が

引き続き担うべきである。 

 

・ 救急医療については、市内の救急受け入れ体制の課題や今後見込まれる救急搬送

件数の増加を踏まえ、体制の強化が必要である。 

 

・ すべての医療機能を市立病院のみで担うことは不可能であり、今の両市立病院が

担っている機能の強みを活かしつつ、他の医療機関との役割分担や機能分化を図

り、医療圏全体としての医療の質の向上や医療資源の最適配分による効率化につ

なげていくべきである。 

 

・ 今後、医療を取り巻く環境は劇的に変化することが予想され、それを正確に予測

することは困難であるが、その中にあっても、医療ニーズの変化や医療技術の進

歩等に、将来にわたって対応できるようなフレキシブルな体制が必要である。 

 

（２）医療提供体制 

・ 現在の青葉病院のみで市立病院が提供すべき医療機能を提供することは、リスク

が大きく困難。海浜病院の老朽化への対応として、新病院を直ちに整備すべきで

ある。 

 

・ 新病院を整備する場合、医療機能を新病院に集約化することは、医療機能の充実

や質の向上、人材の確保等の面で効率的、安定的な運営が見込まれるなどメリッ

トが多い。 
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・ 千葉市の推計入院患者数がピークとなる２０３０年を見据え、新病院に救急医療

体制を集約するとともに、青葉病院は、新病院や周辺医療機関との連携・分担を

進める中で、医療ニーズが変化し、労働力人口も大幅に減少する見込みである  

２０３０年以降も含めた長期的な視点で、適切な機能・規模を選択すべきである。 

 

・ 青葉病院がどのような機能・規模を選択するかは、その立地なども踏まえ、千葉

大学医学部附属病院などの周辺医療機関との役割分担や関係性を明確にすること

が重要であり、早急に関係者と検討に着手すべきである。 

 

・ 新病院を海浜病院の現敷地内で整備することは課題が多い。現実的に別の用地を

速やかに確保できることが前提になるが、その場合は、他の医療機関の配置状況

や現在の海浜病院が果たしている役割なども踏まえ、様々な視点から比較評価を

行った上で、建設地を選定すべきである。 

 

・ 新病院の早期着工が最優先であることを考慮すると、現行の経営形態を継続する

ことは妥当であるが、経営の健全化を図りつつ市立病院の役割を果たすために最

も有効な経営形態については、継続的に検討していくべきである。 

 

（３）経営の健全化に向けて 

・ 政策的医療は不採算部門であることから、安定的な医療の提供のためには、一般

会計による財政的な支援を引き続き継続していくべきであるが、経営の健全化に

向けた更なる取組みは必要である。 

 

・ 将来にわたり安定的に医療を提供するためには、経営の健全化が不可欠であるこ

とを十分に認識し、公立病院として求められている機能や他の医療機関との役割

分担を明確に整理したうえで、診療領域の構成を検討すべきである。 

 

・ 経営の健全化には、病院事業管理者がリーダーシップを発揮し、経営戦略を策定・

実行すること、さらに、その方針が、職員一人一人まで浸透し日々の取組みとし

て実行されることが重要である。本部と病院現場がコミュニケーションを取りな

がら、一体となって病院運営にあたられたい。  

 

４ 今後の予定 

答申の内容を踏まえ、早急に両市立病院の基本構想案の作成に着手する。 

 

≪参考 委員会開催状況≫ 

開催日 回 主な議題 

平成 30年 12月 27日 第１回  千葉医療圏及び両市立病院の現状と課題について 

平成 31年 3月 25日 第２回  今後提供すべき医療機能について 

令和元年 6月 4日 第３回  医療提供体制について 

同 7月 22日 第４回  答申原案について 

同  8月 19日 第５回  答申案について 

 


